
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数：87項目

問題あり：0件

要確認：3件

問題なし：84件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞の検証  

人名  

吉田宣弘（よしだ のぶひろ）

記載内容：「吉田宣弘（よしだ のぶひろ）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1、参考資料リンク確認

木庭健太郎

記載内容：「参議院議員木庭健太郎氏」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

西田実仁

記載内容：「参議院議員西田実仁氏」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1、p.2（幹事長として言及）

遠山清彦

記載内容：「遠山清彦元議員」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1, p.6

太田昌孝

記載内容：「太田昌孝議員」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.6

岸田総理

記載内容：「岸田総理」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4
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河野デジタル行革相

記載内容：「河野デジタル行革相」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

高市早苗

記載内容：「高市早苗経済安全保障担当大臣」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

井林辰徳

記載内容：「井林辰徳内閣府副大臣」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

高島宗一郎

記載内容：「高島宗一郎福岡市長」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

上川法務大臣

記載内容：「上川法務大臣」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4（上川陽子法務大臣）

石井啓一

記載内容：「石井啓一代表」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.7

山口那津男

記載内容：「山口那津男前代表」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.7

組織名・団体名  

公明党

記載内容：「公明党」

検証結果：✓正確

根拠：PDF全体

九州大学法学部
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記載内容：「九州大学法学部」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

大牟田市役所

記載内容：「大牟田市役所」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

三井三池製作所

記載内容：「機械メーカー（三井三池製作所）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

東京地検特捜部

記載内容：「東京地検特捜部」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.6

人権外交を超党派で考える議員連盟

記載内容：「人権外交を超党派で考える議員連盟」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.5

もくもく会

記載内容：「もくもく会」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.5

地名  

熊本県荒尾市

記載内容：「熊本県荒尾市」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

久留米市選挙区

記載内容：「福岡県議会議員選挙（久留米市選挙区）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

九州・沖縄ブロック

記載内容：「九州・沖縄ブロック選出」
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検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

役職名  

国会対策委員長代理

記載内容：「国会対策委員長代理」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

経済産業大臣政務官

記載内容：「経済産業大臣政務官（併任：内閣府大臣政務官、復興大臣政務官）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

党中央規律委員

記載内容：「党中央規律委員」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

国際局次長

記載内容：「国際局次長」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

NPO局次長

記載内容：「NPO局次長」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

党遊説局次長

記載内容：「2015年には党遊説局次長に就任」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

2. 数値情報の検証  

日付・年月  

生年月日

記載内容：「1967年12月8日生まれ」

検証結果：✓正確
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根拠：PDF p.1

第47回衆院選（2014年）

記載内容：「2014年の第47回衆院選で公明党公認として比例九州ブロックから初当選」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

第48回衆院選（2017年）

記載内容：「2017年の第48回衆院選では惜しくも次点で落選」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

福岡県議会議員選挙（2019年）

記載内容：「2019年には福岡県議会議員選挙（久留米市選挙区）に当選」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

繰り上げ当選（2021年2月）

記載内容：「2021年2月に公明党の遠山清彦元議員の辞職に伴う繰り上げ当選で国政復帰」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

第49回衆院選（2021年10月）

記載内容：「同年10月の第49回衆院選でも比例九州ブロック単独候補として当選（3期目）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

第50回衆院選（2024年10月）

記載内容：「2024年10月の第50回衆院選でも当選を果たし」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

政務官就任（2023年9月）

記載内容：「2023年9月、第2次岸田第2次改造内閣において経済産業大臣政務官に抜擢」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

分析対象期間

記載内容：「在任中の分析対象期間（2015年1月～2025年7月）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

国土交通委員会質疑（2015年5月15日）



記載内容：「2015年5月15日の国土交通委員会」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.3

熊本地震（2016年）

記載内容：「2016年の熊本地震」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.3

政治改革特別委員会（2023年3月）

記載内容：「2023年3月の政治改革特別委員会」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.3

デジタル行財政改革会議（2023年11月22日）

記載内容：「2023年11月22日に首相官邸で開催された『デジタル行財政改革会議（第2回）』」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

海外人材タスクフォース（2024年1月31日）

記載内容：「2024年1月31日には、内閣府が設置した『海外からの人材・資金を呼び込むためのタスクフォー
ス』第1回会合」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

家宅捜索（2021年8月4日）

記載内容：「2021年8月4日、東京地検特捜部が吉田議員と太田昌孝議員の議員会館事務所を家宅捜索」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.6

遠山氏有罪判決（2022年3月）

記載内容：「2022年3月に遠山氏は貸金業法違反の罪で執行猶予付き有罪判決」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.6

フォロワー1万人突破（2023年頃）

記載内容：「2023年頃には1万人を突破」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.6

児童手当拡充施行（2023年10月）

記載内容：「2023年に所得制限撤廃と支給年齢引き上げが実現し、10月から施行」



検証結果：✓正確

根拠：PDF p.7

軽減税率導入（2016年）

記載内容：「2016年に実現した飲食料品等への軽減税率制度」

検証結果：△要確認

理由：軽減税率制度は2019年10月に導入されましたが、PDF p.2では「2016年に実現」と記載されていま
す。これはPDF資料の記述をそのまま反映したものですが、実際の導入時期は2019年10月です。

正しい情報：軽減税率制度は2019年10月1日導入

平和安全法制審議（2015年）

記載内容：「2015年の平和安全法制審議」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.2

ウイグル人権決議（2022年）

記載内容：「2022年にはこの議連が中心となって国会で『ウイグルなど人権状況を懸念する決議』が採択」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.5

広島サミット（2023年）

記載内容：「2023年に広島サミットが開催」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.8-9

政治資金規正法改正（2022年）

記載内容：「2022年の政治資金規正法改正」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.2

公職選挙法改正（2023年）

記載内容：「2023年の公職選挙法改正」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.2

文通費改革法施行（2025年7月）

記載内容：「2025年7月以降に公開強化策が施行される見通し」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.2

防衛増税開始（2024年度）

記載内容：「防衛増税は2024年度から法人税等一部で開始」



検証結果：✓正確

根拠：PDF p.8

高等教育無償化拡充（2024年度）

記載内容：「2024年度から高等教育無償化の対象拡充が予定」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.8

最低賃金引き上げ（2023年度）

記載内容：「2023年度に目安時給1004円（前年比+43円）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.8

下請法改正（2023年）

記載内容：「下請代金支払遅延等防止法（下請法）の改正が2023年に行われ」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.8

国家安全保障戦略改定（2022年末）

記載内容：「2022年末に国家安全保障戦略が改定」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.8

統計データ・その他の数値  

議員当選回数

記載内容：「現在までに通算4期の議員経験」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

国会発言回数

記載内容：「国会発言回数は累計で約40回」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

国会発言総文字数

記載内容：「発言総文字数は約10万字に達しており」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

質問主意書提出数

記載内容：「質問主意書の提出（ゼロ件）」

検証結果：✓正確
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根拠：PDF p.4

省庁審議会出席記録

記載内容：「分析期間中、確認できた公式会議出席は2件程度」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

Twitterフォロワー数推移

記載内容：「2015年時点では数百人規模」「2021年に...数千人」「2023年に1万人を超え、2025年現在で約1.3
万人程度」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.7

最低賃金目標

記載内容：「最低賃金の大幅引き上げ（全国平均1500円目標）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.8

最低賃金引き上げ額

記載内容：「2023年度に目安時給1004円（前年比+43円）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.8

夫婦別姓賛成割合

記載内容：「国民の7割が賛成する夫婦別姓」

検証結果：△要確認

理由：PDF p.8には記載がありますが、具体的な調査データの出典が不明です。一般的には60-70%程度の賛
成が各種世論調査で示されていますが、「7割」という数字の厳密な根拠を確認できませんでした。

根拠：PDF p.8の記述を反映

マニフェストの8つの柱

記載内容：「柱となる政策は大きく8つに分類」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1-2

法案提出数

記載内容：「提出法案数は0本、可決成立した法案も0本」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.2



3. その他の重要な事実関係  

経歴情報  

学歴・職歴

記載内容：「九州大学法学部を卒業後、大牟田市役所や機械メーカー（三井三池製作所）に勤務し、参議院議

員木庭健太郎氏・西田実仁氏の秘書を経て政界に入りました」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

選挙歴の詳細

記載内容：各選挙の年次と結果

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

政策・スタンス  

集団的自衛権

記載内容：「集団的自衛権の行使容認に反対する立場を明確にしてきました」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.2（「安全保障関連では、吉田氏は集団的自衛権の行使容認に反対する立場を明確にしてきまし
た」）

選択的夫婦別姓

記載内容：「選択的夫婦別姓導入に『賛成（夫婦が自由に姓を選べるようにすべき）』との立場を明言」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.8

消費税

記載内容：「消費税の軽減税率導入を一貫して主張」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.2

愛煙家

記載内容：「吉田議員自身が愛煙家であることから参加しており」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.5

委員会所属  

国土交通委員会

記載内容：「主に国土交通委員会や政治改革特別委員会などに所属」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1, p.3
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政治改革特別委員会

記載内容：同上

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.2, p.3

政治資金・不祥事  

家宅捜索の経緯

記載内容：遠山清彦元議員の元秘書に関連した捜索

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.6

吉田議員の関与否定

記載内容：「自身および現秘書の関与を否定」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.6

起訴状況

記載内容：「吉田氏ら現職議員に刑事責任が問われることはなく、秘書2人も起訴には至りませんでした」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.6

マニフェスト内容  

キャッチコピー

記載内容：「なにより、いのち。ぶれずにつらぬく。」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

公明党の三つの柱

記載内容：「『福祉の党』『平和の党』『教育の党』」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.1

スローガン

記載内容：「『堅実』は力になる。」「小さな声を聴く力」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.2, p.1
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会議・審議会  

IPEF関連

記載内容：「IPEF（インド太平洋経済枠組）協定」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.3

デジタル行財政改革会議の参加者

記載内容：「岸田総理や河野デジタル行革相ら閣僚とともに」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.4

議員連盟  

人権外交議連の役職

記載内容：「副会長を務める」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.5

もくもく会の性格

記載内容：「与野党の愛煙家議員が集う異色の議員連盟」

検証結果：✓正確

根拠：PDF p.5

改善提案  

1. 修正が必要な箇所（要確認事項）  

軽減税率制度の導入時期  

問題箇所：「2016年に実現した飲食料品等への軽減税率制度」

PDF記載：PDF p.2では「2016年に実現」と記述

実際：軽減税率制度は2019年10月1日に導入

提案：PDF資料の記述が誤っている可能性があります。正確には「2019年10月に導入された飲食料品等への
軽減税率制度（公明党が2016年以降継続して主張）」などの表現が適切です。

2. 追加確認が推奨される情報  

夫婦別姓賛成割合「7割」  

記載内容：「国民の7割が賛成する夫婦別姓」

状況：PDF p.8に記載がありますが、具体的な調査の出典が不明

提案：可能であれば具体的な世論調査の出典を追記することが望ましい（内閣府調査、NHK調査など）
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フォロワー数の「約1.3万人」  

記載内容：「2025年現在で約1.3万人程度」

状況：PDF p.7では「約1.3万人程度」と推定値として記載

提案：現時点での実際のフォロワー数を確認することで、より正確な情報提供が可能

3. 表記の統一性確認  

すべての固有名詞、役職名、組織名について表記の一貫性を確認しましたが、問題は見られませんでした。

総合評価  
全体的な正確性：非常に高い

記事は元のPDF資料に極めて忠実に作成されており、固有名詞、数値、事実関係のほぼすべてが正確に反映されてい
ます。検証した87項目のうち、84項目（96.6%）が完全に正確であり、要確認事項は3項目（3.4%）のみでした。

要確認事項も、そのうち2件はPDF資料の記述を正確に反映した結果であり、記事作成者の誤りではありません。全
体として、非常に高品質で信頼性の高い記事であると評価できます。

特に評価できる点：

複雑な日付情報（選挙時期、会議開催日など）がすべて正確

役職名、委員会名などの正式名称が正確

数値データ（フォロワー数推移、賃金額など）が原資料と完全一致

引用番号（ハイパーリンク）が適切に配置されている
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